
東京都市計画道路 環状第４号線

（新宿区余丁町～河田町）

令和２年６月２２日（月）

建設局道路建設部

資料４－１
令和２年度第１回
事業評価委員会



目 次

1. 事業概要 ・・・・・・・・・・・ １

2. 社会経済情勢等の変化 ・・・・・・・・・・・ ８

3. 事業の投資効果 ・・・・・・・・・・・ １１

4. 事業の進捗状況 ・・・・・・・・・・・ １８

5. 事業の進捗の見込み ・・・・・・・・・・・ ２１

6. コスト縮減等 ・・・・・・・・・・・ ２２

7. 対応方針（原案） ・・・・・・・・・・・ ２３



江東区
新砂三丁目

環5の1

放19放1

放3

放4

放5

放9

放11

放12

放13

放14

放15

放16

東京湾環状線

放29

放8

放10

放6 亀戸錦糸町
両国

南千住

日暮里

東京

秋葉原

上野

新宿

渋谷

放7

品川

浜松町

信濃町

放34

環3

環3

西日暮里

環3

放24

千駄ヶ谷

環2

新橋

環1

環2

環3

放19

放12

放21

富久町地区
L=330m

目白台地区
L=775m

河田町地区
L=330m

放25
放25にて事業中
L=360m

港南・高輪地区
L=1270m

夏目坂地区
L=655m

港区
港南三丁目

東向島地区
L=600m

荒川地区
L=380m

本駒込地区
L=600m

１．事業概要

全 体 図

・環状第４号線は、港区港南
三丁目から江東区新砂三丁
目に至る延長約２９．９ｋｍの
区部環状方向の路線であり、
都市の骨格を形成する重要
な幹線道路である。

・当該区間は新宿区余丁町
から河田町までの延長３３０
ｍの区間である。
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１．事業概要

位 置 図

高
田
馬
場
駅

目
白
駅

中野駅

原
宿
駅

神
田
駅

上
野
駅

御
徒
町
駅

環
状
第
七
号
線

環
状
第
六
号
線

青梅街道

環
状
第
四
号
線

千代田区

渋谷区

中野区

文京区

新宿区

御茶ノ水駅

水道橋駅

千代田区

新
宿
駅

東中野駅

千駄ヶ谷駅

環状第一号線

凡 例
事業中

完成・概成

東
京
駅

新宿区余丁町～河田町

今回評価区間 Ｌ＝３３０m

２

新
大
久
保
駅

四ツ谷駅



１．事業概要

事業期間

平成１３年度～令和２年度

事業の概要

・本事業により、放射第６号線から放射第２５号線までの区
間がつながり、幹線道路ネットワークが強化されるとともに、
周辺地域の道路交通の円滑化が図られる。また歩道は電
線類の地中化及び街路樹の植栽を行うことで、快適で安全
な歩行者空間が形成され、都市景観が向上する。災害時に
おける避難路として、地域の防災性向上が図られる。

３



１．事業概要

事業の概要

・環状第４号線は、都市の骨格を形成する区部環状方向の幹線
道路の一つとして放射方向の幹線道路と連絡し、都心に集中す
る交通を分散するなど重要な役割を担っている。

このうち本事業区間は、新宿区余丁町から河田町までの延長３
３０ｍの区間である。

事業区間 Ｌ＝３３０ｍ Ｗ＝２７ｍ
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１．事業概要
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標準断面図

事業区間 Ｌ＝３３０ｍ Ｗ＝２７ｍ



事業区間 Ｌ＝３３０ｍ Ｗ＝２７ｍ
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１．事業概要

経 緯

年 度 計画等

昭和２１年３月２６日 都市計画決定

平成１３年８月２１日 事業認可取得

令和３年３月３１日 事業認可期間
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２．社会経済情勢等の変化

社会経済情勢の変化

８

本路線周辺の平成２７年度の現在交通量は、平成１７年度、
平成２２年度と比較して、横ばいとなっている。

現況自動車交通量【都道４３３号】（道路交通センサスによる）
平成１７年度：１０，０１６台/１２ｈ

平成２２年度： ９，４９６台/１２ｈ
平成２７年度： ９，４２７台/１２ｈ
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２．社会経済情勢等の変化

９

事業を取り巻く状況の変化

・西富久地区で、市街地再開発事業を実施・完了
都市計画決定
組合設立（事業計画）認可
施設建築物竣工
組合解散

平成２０年１０月
平成２１年１１月
平成２７年９月
平成３０年９月

・平成２８年３月２８日、北側の一部区間について、沿道住民の
ために交通開放を実施

環状第4号線（富久町）
事業中

西富久地区
第一種市街地再開発事業

完了

交通開放実施

環状第4号線（河田町）
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２．社会経済情勢等の変化

１０

関連する他事業等の進捗状況の変化

地区 着手 用地 工事

①
環状第４号線
（富久町）

Ｈ２２年度 ５６％ 実施中

②
環状第４号線
（夏目坂）

Ｈ２９年度 ２％ 未実施
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３．事業の投資効果

定量的効果

【便益（Ｂ）の算定】 【費用（Ｃ）算定】

【費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算定】

Ｂ／Ｃ ＝ １．１

現在価値化総便益額 ２１４．７億円

走行時間短縮便益 １８５．４億円

走行経費減少便益 ２５．２億円

交通事故減少便益 ４．１億円

現在価値化総費用額 １８１．４億円

工事費 ２４．０億円

用地費 １５５．１億円

維持管理費 ２．３億円

※費用便益分析マニュアル（国土交通省 平成30年２月）に基づき分析
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３．事業の投資効果

定性的効果

１２

＜交通＞
・交通渋滞の解消
・物資流動円滑化への寄与
・バスの定時性
・迂回交通の減少

＜景観＞
・都市景観の向上

＜防災＞
・緊急車両の走行
・延焼遮断
・災害時の避難路の確保

＜くらし＞
・土地利用の転換・高度化
・公共施設へのアクセス向上

＜安全＞
・交通事故の減少
・バリアフリー化
・自転車や歩行者のための空間確保



＜交通＞・交通渋滞の解消
近傍交差点等の交通渋滞緩和が見込まれる。

３．事業の投資効果

定性的効果

外苑西通り（富久町西交差点）

１３

環状第4号線（富久町）
事業中

環状第4号線（河田町）



３．事業の投資効果

定性的効果

１４電線地中化、植樹帯設置のイメージ
放射第６号線（余丁町）：幅員２５ｍ、歩道幅員４．５ｍ

環状第４号線 現在の状況

＜景観＞・都市景観の向上
電線類地中化等により都市景観の向上が見込まれる。



３．事業の投資効果

定性的効果

１５

東京都立
総合芸術高等学校

富久小学校

＜防災＞・災害時の避難路の確保

余丁町小学校が避難所及び医療救護所に、
若松地域センターが帰宅困難者一時滞在施設に位置付けられている。

事業区間 Ｌ＝３３０ｍ Ｗ＝２７ｍ

余丁町小学校

若松地域センター



事業区間 Ｌ＝３３０ｍ Ｗ＝２７ｍ

３．事業の投資効果

１６

若松河田駅

余丁町小学校

定性的効果 ＜くらし＞・公共施設へのアクセス向上

新設道路により新たな経路ができ、若松河田駅や新宿区若松町特別出張所、
余丁町小学校などへのアクセス向上が見込まれる。

新宿区若松町特別出張所

東京都赤十字献血センター

東京視覚障害者生活支援センター



３．事業の投資効果

１７

定性的効果 ＜安全＞・自転車や歩行者のための空間確保

本線は３．５ｍの歩道、１．５ｍの自転車レーンを予定をしており、
地域の安全性向上が見込まれる。



４．事業の進捗状況

事業費の執行状況

用 地 費 工 事 費 合 計

全 体 事 業 費 １０，２０６百万円 １，５８２百万円 １１，７８８百万円

執 行 済 額 １０，２０６百万円 １，０４８百万円 １１，２５４百万円

執 行 率 １００．０％ ６６．２％ ９５．５％

用地取得状況

取得予定面積
（Ａ）

既取得面積
（Ｂ）

用地取得率
（Ｂ／Ａ）

８，１９３㎡ ８，１９３㎡ １００．０％

（Ｒ１年度末時点）

１８



４．事業の進捗状況

一定期間を要した背景等

・本事業は、現道がない場所における新設道路の整備であり、
地権者が多いことに加え、１件の事業反対者がおり土地収用
手続きに移行するなど、用地取得に時間を要した。さらに高低
差が大きい地形のため、擁壁等の構造物の設置が必要であり、
地元協議および施工に時間を要した。

１９



４．事業の進捗状況

事業の進捗状況・残事業の内容

・北側の一部区間について、平成２８年３月２８日に沿道住民の
ために交通開放を行った。

・南側の街路築造工事、全体の舗装工事を残すのみとなってい
る。

２０

事業区間 Ｌ＝３３０ｍ Ｗ＝２７ｍ
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５．事業の進捗の見込み

今後の事業の進捗見込み

・南側の街路築造工事、全体の舗装工事を実施予定

２１起点部街路築造工事予定箇所



６．コスト縮減等

新工法、事業手法、施設規模等の見直しの可能性

・一般的な街路築造工事であるため、施工にあたって、新
工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性は極めて
少ない。

・平面の街路築造工事であり、工事も進捗していることか
ら、事業手法、施設規模等を見直す可能性はない。

２２

コスト縮減の取組

・施工にあたっては、建設発生土の再利用や再生材の使
用を行っていく。



７．対応方針（原案）

• 本路線は区部環状方向の路線であり、都市の骨格
を形成する重要な幹線道路である。

• 本区間の整備により、交通渋滞の緩和、安全で快
適な歩行空間の確保、都市景観の向上、災害時に
おける避難路等、様々な面で十分な整備効果が期
待できる。

• 中止の場合は、上記の整備効果を発揮できないだ
けでなく、これまでの投資に見合った効果も得られ
なくなる。

継 続
２３


